
( 単位： 千円)

金額 金額

406, 821 140, 965

159, 165 37, 846

67, 464 55, 554

118, 123 674

49, 195 8, 837

2, 875 6, 203

6, 638 31, 730

4, 024 119

△ 666

391, 590 487, 648

323, 654 480, 000

建 物 90, 018 7, 648

構 築 物 50, 003

機 械 及 び 装 置 99, 367

車 両 運 搬 具 8, 997

工 具 器 具 備 品 8, 872

土 地 66, 395 628, 613

4, 074

電 話 加 入 権 0 169, 798

ソ フ ト ウ ェ ア 4, 074 20, 000

824

63, 861 824

差 入 保 証 金 280 148, 974

敷 金 5, 437 148, 974

保 険 積 立 金 13, 644 繰 越 利 益 剰 余 金 148, 974

繰 延 税 金 資 産 42, 436

そ の 他 の 投 資 等 2, 064

169, 798

798, 412 798, 412

長 期 借 入 金

負　 　 　 債　 　 　 合　 　 　 計

純　 　 資　 　 産　 　 合　 　 計

資　 　 　 産　 　 　 合　 　 　 計

投 資 そ の 他 の 資 産

そ の 他 利 益 剰 余 金

負　 債　 純　 資　 産　 合　 計

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

未 払 消 費 税 等

そ の 他 の 流 動 資 産

賞 与 引 当 金

預 り 金

固 定 資 産

（ 純 資 産 の 部 ）無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 負 債

長 期 未 払 金

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

貸　 借　 対　 照　 表
( 2024年2月29日現在)

科　 　 　 目 科　 　 　 目

（    資   産   の   部   ） （    負   債   の   部   ）

商 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 流 動 負 債

売 掛 金 未 払 金
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個 別 注 記 表 

 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る 事項に関する 注記 

１ ． 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法( 収益性の低下によ る 簿価切下げの方法) によ り 計上し ており ま す。 

( １ )  商 品･････  主と し て売価還元法によ り 計上し ており ま す。  

( ２ )  原 材 料 及 び 貯 蔵 品･････  主と し て個別法によ り 計上し ており ま す。  

 

２ ． 固定資産の減価償却の方法 

( １ )  有 形 固 定 資 産（ リ ース 資産を除く ）  

建 物･････  定額法によ り 計上し ており ま す。  

上記以外の有形固定資産･････  定率法によ り 計上し ており ま す。  

                 但し 、 2016 年４ 月１ 日以降に取得し た建物附属設備

及び構築物については、 定額法によ り 計上し ており

ま す。  

( ２ )  無 形 固 定 資 産（ リ ース 資産を除く ）  

ソ フ ト ウ ェ ア･････  自社利用のソ フト ウ ェ アについては、 定額法によ り  

計上し ており ま す。なお、償却期間は、 社内における

利用可能期間（ ５ 年） であり ま す。  

 

３ ． 引当金の計上基準 

( １ )  貸倒引当金 

  債権の貸倒に備える ため、一般債権については貸倒実績率によ る 計算額を、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個々に回収可能性を検討し 、回収不能見込額を計上

し ており ま す。  

( ２ )  賞与引当金 

従業員賞与の支出に備える ため、 支給見込額を計上し ており ま す。  

 

４ ． 収益及び費用の計上基準 

商品販売に係る 収益は、 主に店舗における 顧客への商品の販売であり 、 顧客と の販売

契約に基づいて商品を引き 渡す履行義務を負っており ま す。 通常、 商品の引き 渡し 時点

において、 顧客に当該商品に対する 支配が移転し 、 履行義務が充足さ れる こ と から 、 商

品を引き 渡し し た時点で収益を認識し ており ま す。  
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Ⅱ 会計方針の変更に関する 注記 

  棚卸資産の評価基準及び評価方法は、従来、個別法によ っており ま し たが、当事業年度

よ り 、主と し て売価還元法に変更いたし ま し た。こ の変更は、評価を実態に合わせる ために

行ったも のであり ま す。 こ れによ る 影響はあり ま せん。  

 

 

Ⅱ 貸借対照表に関する 注記 

１ ． 有形固定資産の減価償却累計額                                550, 156 千円 

 

２ ． 関係会社に対する 金銭債権及び金銭債務 

                    短 期 金 銭 債 権                          6, 587 千円 

短 期 金 銭 債 務                          15, 234 千円 

 

Ⅲ 損益計算書に関する 注記 

関係会社と の取引高     

           営 業 取 引 に よ る 取 引 高 

売 上 高           272 千円 

  販 売 費 及 び 一 般 管 理 費                 14, 453 千円 

 

 

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する 注記 

当該事業年度の末日における 発行済株式数                       9, 400 株 

 

Ⅴ 税効果会計に関する 注記 

    繰延税金資産の発生の主な原因は、 繰越欠損金、 賞与引当金であり ま す。 なお、 繰延

税金資産から 控除さ れた金額（ 評価性引当額） は 10, 553 千円であり ま す。  

 

Ⅵ １ 株当たり 情報に関する 注記 

１ ． １ 株当たり 純資産額        18, 063 円 72 銭 

２ ． １ 株当たり 当期純損失       △2, 924 円 14 銭 

 

Ⅶ 収益認識に関する 注記 

収益を理解する ための基礎と なる 情報 

「 重要な会計方針に係る 事項に関する 注記」 の「 収益及び費用の計上基準」 に記載の

と おり です。  
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 Ⅷ 企業結合に関する 注記 

   和光食品有限会社の吸収合併について 

    当社は、 2023 年７ 月 26 日に当社の子会社である 和光食品有限会社と 合併する こ と

を決定し 、 2023 年７ 月 27 日に合併契約を締結し ま し た。 なお、 本吸収合併は、 2023 年

10 月１ 日に実行し ま し た。  

（ １ ）  取引の概要 

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

結合当事企業の名称  和光食品有限会社 

事業の内容      水産加工品製造販売 

② 企業結合日 

2023 年 10 月１ 日 

③ 企業結合の法的形式 

当社を存続会社と し 、 和光食品有限会社を消滅会社と する 吸収合併によ り ま す 

④ 企業結合後の名称 

株式会社萬坊 

⑤ 取引の目的を含む取引の概要 

当社と 和光食品有限会社が一体と なる こ と で意思決定の迅速化と 業務効率の効

率化を図る と と も に、両社の仕入れ及び販売先の共通化を図り 、売上の拡大と コ

ス ト の削減を目的と し ており ま す。  

 

（ ２ ）  実施し た会計処理の概要 

「 企業結合に関する 会計基準」（ 企業会計基準第 21 号 平成 31 年 1 月 16 日）

及び「 企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する 適用指針」（ 企業会計基

準適用指針第 10 号 平成 31 年１ 月 16 日） に基づき 、 共通支配下の取引と し て処

理し ま し た。  

 なお。 和光食品有限会社を消滅会社と する 本吸収合併によ り 、 抱合せ株式消滅

差損 122, 725 千円を特別損失に計上し ま し た。  

 

Ⅸ 当期純損益 

   当期純損失                         27, 486 千円 

 

記載金額につき ま し ては、 表示単位未満の端数を切捨てて表示し ており ま す。 ただし 、 金額

以外の数字及び１ 株当たり 情報につき ま し ては、表示単位未満を四捨五入し て表示し ており

ま す。  


